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リコーについて

創業の精神

三愛精神創業者

市村 清

会社概要

1936年2月6日

山下 良則

設 立

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員

2036年ビジョン

私たちの使命

世の中の役に立つ新しい価値を生み出し、

生活の質の向上と持続可能な社会づくりに責任を果たす

私たちの目指す姿

信頼と魅力のグローバルカンパニー

私たちの価値観

CUSTOMER-CENTRIC
お客様の立場で考え、行動する

PASSION
何事も前向きに、情熱を持って取り組む

GEMBA
現場・現物・現実から学び改善する

INNOVATION
制約を設けず、柔軟に発想し、価値を生み出す

TEAMWORK
お互いを認め合い、すべての人と共創する

WINNING SPIRIT
失敗をおそれず、まずチャレンジし、成功を勝ち取る

ETHICS AND INTEGRITY
誠実に、正直に、責任を持って行動する
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数字で見るリコー

連結売上高

1兆7,585億円
(2022年3月期)

関連会社数

224社
(2022年3月31日)

海外売上高比率

59.9％
(2022年3月期)

グループ従業員数

78,360人
日本：約29,454人
米州：約18,648人

欧州・中東・アフリカ：約15,729人
アジア・パシフィック：約14,529人

(2022年3月31日)

グローバルマーケットシェア*

20年連続No.1
(A3カラー複合機・コピー機

出荷台数)

事業展開国・地域数

198ヶ国・地域
(代売国含む)＊Source

IDC’s WW Quarterly HCP Tracker,2022Q2,

Color Laser MFP/SF DC, A3Only, 

Speed Range A4:excl 91+ppm 

Shares by Company

Year：2002-2021
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主な製品・サービス

テレワーク環境の早期実現のため、

「在宅勤務パック」 を提供

衣料用ケアラベルに使われる

熱転写リボン
インクジェットヘッド

「RICOH MH5310/5340」
複合機 「RICOH IM C6000」

リコーデジタルサービス

オフィスサービス ・ オフィスプリンティング
（販売）

オフィス＋リモートではたらく人の課題解決

現場ではたらく人をつなぐ課題解決

提供価値

リコーデジタルプロダクツ

オフィスプリンティング
（開発 ・ 生産 ・ OEM）

はたらく人をつなぐエッジデバイス

デジタルサービスを支えるモノづくり

提供価値

リコーグラフィックコミュニケーションズ

商用印刷 ・産業印刷

印刷現場ではたらく人の課題解決

提供価値

リコーインダストリアルソリューションズ

サーマル ・ 産業プロダクツ

製造・ 物流・ 産業の現場ではたらく人の

課題解決

提供価値

リコーフューチャーズ

Smart Vision ・ ヘルスケア ・ 環境
（新素材 ・ エネルギーハーべスティング）ほか新規育成事業

社会課題解決の新規事業創出

提供価値

2022年10月現在

360°カメラ

「RICOH THETA Z1」



(C) 2019 Ricoh Co. Ltd. All Rights Reserved
5(C) 2021 Ricoh Co. Ltd. All Rights Reserved

経営戦略におけるESG
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社会復興に貢献する三愛精神と地球復興に貢献するSDGs

三愛精神
- 創業の精神 -

三愛精神の実践はSDGsに通じる

SDGsの理念

「誰ひとり取り残さない社会の実現」
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7つのマテリアリティ（重要社会課題）

リコーが貢献する12のSDGsゴールを抽出し、７つのマテリアリティを設定
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ESG目標の設定と開示

7つのマテリアリティ 目標指標 FY21 実績 FY22 目標 FY25 目標

事
業
を
通
じ
た
社
会
課
題
解
決

顧客評価のトップスコア率

顧客への提供価値拡充度
デジタル人材育成

日本:33% 米州:82% 
欧州:28% APAC:36%
13%
1.28倍

30%以上

15%

IPA ITSS L3 1.5倍

30%以上

未設定
経産省「DX推進指標」レベル5

生活基盤向上貢献人数 1,082万人 1,000万人 1,500～2,000万人

GHGスコープ1、２削減率 (FY15比)
GHGスコープ３削減率 (FY15比)
使用電力の再生可能エネルギー比率

42.6%
28.5%
25.8%

30%

20％

30%

40%以上

25％

35%以上

製品の新規資源使用率 88.5% 85％以下 80％以下

経
営
基
盤
の
強
化

生産拠点のRBA認証取得
サプライヤーの行動規範署名率
国際セキュリティ標準
各パートナーからの評価スコア
主要ESG外部評価
経済産業省「デジタルトランスフォ‐メ‐ション銘柄」採用

3拠点完了
86%完了
非開示
非開示
DJSI:World CDP: Aリスト
採用なし（FY22にDX銘柄採用）

6拠点
100%(署名完了)

ISO/IEC NISTに基づく強化完了

パートナー毎に設定
トップレベル獲得採用
DX銘柄採用

特許のETR(他社引用)スコア増加率 (FY20比) 7％増 20%増

RFGエンゲージメントスコア
（各地域パーセンタイル）
女性管理職比率

日本:51 米州:42
欧州:29 APAC:33
グローバル:15.6% (国内:6.3%)

50パーセンタイル

16.5%

マテリアリティに紐づけて17の全社ESG目標を設定、進捗を公表。
ESG目標はリコーの戦略やステークホルダー要求をもとに設定。

ESG課題を考慮して

中計ごとに設定

ステークホルダー
エンゲージメント

共創イノベーション

ダイバーシティ＆
インクルージョン

“はたらく”の変革
経済

生活の質の向上
社会

脱炭素社会の実現
地球環境

循環型社会の実現
地球環境



9

将来財務を経営目標として設定

財務目標 非財務
ESG目標

||

将来財務

全社経営目標

SDGs/ESGの取り組み＝いまから取り組むことで、３～10年後の将来の財務成績に好影響を与えると整理。
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リコーの価値創造プロセス
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ESG委員会・開示委員会での意思決定

開示委員会
当委員会は、開示統括部門/経理部門/法務部門/
経営企画部門/取締役会運営部門/広報部門/情報
発生・情報認知部署/関連会社の主管管理部門/内
部統制部門の各機能の代表と開示責任者であるCFO
で構成。
年次報告書類や適時開示書類の適切性・正確性の
判断、開示手続きにおける情報開示の要否判断に加
えて、投資家の投資判断に資する会社情報の積極的
な開示に関する審議や開示手続きのモニタリングを実施。

ESG委員会
当委員会はCEOを委員長とし、GMCメンバーと監査役
およびESG担当役員から構成。
具体的に以下の役割を担っている。
・リコーグループサステナビリティ戦略の策定
・中長期的なサステナビリティリスク・機会および重要課
題の特定
・グループ全体のサステナビリティ戦略／重要課題／各
事業部門のKPIの進捗状況の監督および助言
・取締役会で審議すべきサステナビリティ課題の特定と
取締役会への上申



(C) 2020 Ricoh Co. Ltd. All Rights Reserved

ESG情報開示の考え方
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G ガバ
ナンス

E 環境

S 社会

活動のレベルアップ 情報開示

⚫ 気候変動対策
⚫ サーキュラーエコノミー
⚫ 化学物質管理
⚫ 生物多様性保全 など

・有価証券報告書
・コーポレートガバナンス報告書

・ウェブサイト
・招集通知
・統合報告書

法定開示

任意開示

⚫ ダイバーシティ&
インクルージョン

⚫ バリューチェーンマネジメント
⚫ 人材マネジメント
⚫ 社会貢献活動 など

⚫ ガバナンスの実効性
⚫ 役員の選任・報酬
⚫ コンプライアンス
⚫ リスクマネジメント など

企業価値向上に向けた情報開示の強化

・ESGデータブック
・TCFDレポート
・CEレポート

ESG活動のレベルアップと情報開示は企業価値向上の両輪
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情報開示の際に考慮しているポイント

社会・投資家の期待に応える開示になっているか？

リコーらしい開示、リコーだから発信できることは何か？

⚫ 昨今のESGの動向・要請、ESG評価基準に見合った開示内容か？
⚫ 有識者・投資家ヒアリングのフィードバックを反映出来ているか？
⚫ 先進企業/同業他社の開示と比較してどのレベルにあるのか？

⚫ 環境経営、17のESG目標、RE100日本初 etc.

開示のタイミング

⚫ 各種イベントやESG評価に合わせた情報発信、Web更新

開示媒体

⚫ 法定開示: 有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書
⚫ 任意開示: 統合報告書、ESGデータブック、株主総会招集通知、TCFDレポート、CEレポート、Webサイト etc.

社会/投資家の期待に応える情報開示
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ESG情報開示の強化

開示媒体

投資家・株主・外部評価機関を含む様々なステークホルダーの要請に対応するため、様々な開示媒体にて
ESG情報開示の強化を図ると共に、社員のお客様先、社外での活用も進める。

⚫株主総会 招集通知

⚫有価証券報告書

⚫統合報告書 ⚫ ESGデータブック ⚫ TCFDレポート ⚫ Webサイト

⚫ コーポレートガバナンス報告書

法定開示

任意開示

・ESG毎に最新の情報を開示
「Gomez ESGサイトランキング
2021」で総合4位

・財務のみならずESG情
報を多く掲載
ESG情報開示で高い評価
を得ている

・ESG情報を適宜更新

⚫ CEレポート

・サステナビリティ情報の充実
TCFD情報、人的資本情報など
金融庁「記述情報の開示の好事例集
2022｣にサステナビリティ情報が掲載

・価値創造プロセス図改訂、ESG戦
略、取組み情報を充実
2023年GPIFの国内株式運用機関が
選ぶ「優れた統合報告書」に選定

・経産省・環境省ガイダ
ンスに沿った日本企業
初の報告書

・冊子として21年より発行
2022年GPIFの国内株式運用機関
が選ぶ「優れたTCFD開示」に選定

・ESGに特化したデータ集発行
第23回環境コミュニケーション大賞
【審査委員会特別優秀賞】受賞



(C) 2020 Ricoh Co. Ltd. All Rights Reserved

ESG情報開示事例
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マテリアリティに紐づくESG目標の年度実績開示 ESGに関する実績/外部評価アップデートを掲載（決算毎）

サステナビリティWebサイト 決算発表資料

タイムリーな情報開示
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株主・投資家向け情報開示

コーポレートガバナンスに関する詳細情報の開示に加え、
マテリアリティやESG目標、TCFDの取り組み等を掲載（5月）

TCFDに関する情報の充実（6月）

株主総会招集通知 有価証券報告書
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「記述情報の開示の好事例集2022｣ ー気候変動関連ー

金融庁
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「記述情報の開示の好事例集2022｣ ー人的資本、多様性 等ー

金融庁
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有価証券報告書 コーポレートガバナンスの状況 -CHROの設置-

2020年4月より「CHRO」を設置 20年4月～21年3月迄 CEOが兼務、21年4月から、人事領域担当がCHRO
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ESGデータブック

制作概要・狙い

⚫ メインターゲットは投資家・ESG評価機関

⚫ 有価証券報告書・招集通知・統合報告書・ガバナンス報
告書・Webサイトなどに点在している開示情報をESGの
切り口でデータに特化して制作

⚫ 経営陣が投資家と対話する際のコミュニケーションブック
として統合報告書と併せて活用

⚫ 2019年から毎年発行 （A4 40ページ）
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ESGデータブック

⚫ 和英併記
⚫ シンプルなデザイン

制作前の他社ベンチマーク ＋ 完成後の振り返り/ヒアリング で継続的な改善を図る

⚫ グラフと表の組み合わせ
⚫ 注釈記載

⚫ 方針はQRコードを掲載
⚫ TCFDや人的資本データ等関心が高い
情報を掲載
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人材データ（人的資本情報）の開示
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・自社の成長に繋がるESG活動の展開

・経営戦略/システムにESGを組み込む

最後に ーESGを推進する上で企業が意識すべきこと－

・ESG活動のレベルアップとコミュニケーションが両輪

・社員ひとりひとりへの落とし込み/腹落ち感醸成

→ 経営の意思決定、目標設定、実績把握・開示、報酬制度への反映 「掛け声よりも仕組み」

→ 経営戦略や事業戦略を後押しするESG活動が重要 「ESGのためのESGではない」

→ 優れた活動を行うだけでは評価されない、伝わらない。 「SHの視点に合わせたコミュニケーション」

→ ESG活動を社員の“はたらき甲斐”や“元気”に繋げられるかが鍵 「“やらされ”では続かない」

・事業活動、社会貢献活動を通じて、地球 ・ 社会の持続的発展に貢献
→経済成長(Prosperity)、地域社会(People)、地球環境(Planet)の3つのPのバランスが
保たれている社会がリコーの目指すべき姿 「選ばれる企業になるために」




